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「観光」 とは"国 の光"を 観ることである。それでは、国の"陰 の部分"へ 意識 して踏み込む

旅を 「観陰旅行」と名付けられないだろうか。

アジアへ旅する文教大学の学生諸君は少な くない。「時には表通 りから2、3本 道 をはず し、

バ ンコクならチャオプラヤ川の対岸 トンブリの裏街へ、マニラならスモーキー ・マウンテンに立

ち寄 って、現場の光景の中で自分の目と耳で情報 を集めてみよう」 と薦めている。

毎年一人か二人私のゼ ミ生はアジア観陰旅行 を試みる。一年かけてアジアを歩 き通 し、スラム

の生態 「アジアの貧困 と人口問題」を卒業 レポー トに書 き綴 った空手部キャプテンT君 、フィリ

ピンのネグロス島へ植樹に向かい、NGO活 動 とODAの 関係を 「地域密着型NGOと 政府OD

Aの 協力関係」にまとめたテニス部員S君 。若者 らしく現実を懐疑する精神 と強健な体力にもの

をいわせた行動力は、なかなかの ものである。

好んでアジアの貧困を見 よ、とすすめているのではない。一般的な 「お知 らせ」一インフォメ

ーション知識にとどまらず、社会の実態、構造に関する隠された 「情報」一インテリジェンスの

現場に自らの足 と頭で接 し、現象の分折、総合を試みることがアジアの現実 と動向を見通すため

に必要だと考えるからだ。将来、私たちの行動に備えて思考 と決断を積み重ねてい くときに、必

要なのはインフォメーションではない。実体 と構造 を伝える、そ して しばしば表通 りには見当た

らないインテリジェンスである。CIA(ア メリカ中央情報局)が 〈CentralIntelligenceAgency>

であるゆえんだ。私 に与えられた課題 「アジアそして日本」一 〈環境問題が投げる深い影〉は、

アジア途上国群が発信する光 と影の錯綜するインテリジェンスの求めであろうか。

この10年 に及ぼうとする平均の経済成長率 は東アジアで8.4%、 南アジアでは5.3%に 達 した。

先進工業国の平均成長率が3%で あったのと比べ られ、ししアジアの繁栄"が 盛んに語 られている。

だが、製造業 とサービス業の成長は同時に、アジアの大都市へ異常な人口集中と環境汚染を招

いた。破滅的ともいえるこの現実が語 られることは、あまりない。

1960年 当時、アジアの100万 人都市は30に とどまったが、今では100を 数える。世界16の1000万

人都市圏のうち9都 市圏はアジアにある。2025年 には25億 人、つまり現在のアジアの総人口に等

しい人々が都市部に住むことになろう。

既 に、現状は著 しく危険である。水の汚れが原因で、年間500万 人の子供達が病死 し続けている。

カルカッタ市民の60%は 呼吸器病 にかかってお り、中国の7大 都市の住民の肺癌 による死亡率は、

他都市の住民の4倍 から7倍 も高いと伝えられる。

世界銀行 と国連開発計画 〈UNDP>は 水 と空気の汚れ、洪水地帯 に無秩序に住居が広がるス

プロール現象などが、アジアの大都市に共通の環境問題である、と報告 している。そ して人口増
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と環境破壊が開発の成果を帳消にしつつある、 と現状 を分折 している。

煙突から 「環境」へ

ODAの 実施機関である 「海外経済協力基金」(OECF)と 「国際協力事業団」(JICA)

は、1996年8月 、日本のODA供 与先の上位50か 国の政府関係者、企業幹部、大学教授、ジャー

ナリス トなどを対象に 「日本のODAに 期待するものは何か」意識調査を行った。アンケー トの

結果を紹介 しよう。

①21世 紀に途上国が直面する問題

21世紀 に最 も深刻化する問題は

「都市への一極集中」77%、 「環境破壊」66%、 所得格差54%(表1)

表121世 紀に最も深刻化する問題

全体(N=246) ア ジ ア(n=138) ア フ リ カ(n=51) 中近東(n-13) 中南米(n=44)

改 深
善 刻
さ に
れ な
る る

DI

改 深
善 刻
さ に
れ な
る る

DI

改 深
善 刻
さ に
れ な
る る

DI

改 深
善 刻
さ に
れ な
る る

DI

改 深善 刻

さ に
れ な
る る

DI

都市へ の一極 集中 25%73% 一48 20%77 一57 28%73 一45 23%77% 一54 36%61 一25

環境破壊 39%60 一21 31%66 一35 47%53% 一6 46%54% 一8 50%50 0

所得格差 46%52 一6 44%54 一11 37%63% 一26 46%46 0 66%34% 32

貧困問題 58%40 18 62%37 25 43%57% 一14 62%31 31 64%34 30

人口問題 68%30% 39 67%31% 36 67%33 33 62%39% 23 77%20% 57

エネルギー問題 71%26 45 66%30 36 80%ZO 61 62%39% 23 80%18% 61

難民 ・被災民問題 66%20 46 66%22 44 71%20 51 62%23 39 64%14% 50

保健 ・衛 生 74%24% 50 75%23 52 67%29% 37 85%15% 69 77%23 55

食糧需給 ・飢餓 74%22 52 71%25 46 78%18% 61 77%23% 54 77%18% 59

経 済イ ンフラ不足 79%21% 59 77%23 54 84%16% 69 77%23% 54 82%18% 64

女性の地位向上 94%5% 89 92%5% 87 94%6% 88 100%0% 100 95%5% 91

(注)DI=「 改善される」一 「深刻になる」(小数点1位 で計算)。上表作成時に 「改善される」、「深刻になる」、DIの
各値の小数点1位 以下を四捨五入 したので、整数値による計算結果とは必ずしも一致しない。
n=サ ンプル数

2010年 ま で に深 刻 化 す る環 境 問 題 は

「水 質 汚 濁 」76.5%「 大 気 汚 染 」68.8%「 熱 帯 林 の 減 少 」63%な ど(表2)

環 境 問 題 の 解 決 に 障 害 と な っ て い る もの は(複 数 回 答)

「資 金 」58.5%「 技 術 ・ノ ウハ ウ」61.9%、 「人 材 」30.6%、 「制 度 」44.2%

表2

■2010年 までに自国において深刻になると思われる環境問題は何ですか。(複数回答)(
/)

アジア アフリカ 中近東 中南米
(n=138) (n=51) (n=13) (n=44)

水質汚濁 76.8 72.5 69.2
..

廃棄物処理 72.5 64.7 76.9 75.0

大気汚染
.. 39.2 38.5 77.3

熱帯雨林の減少 63.0 52.9 23.1 50.0

砂漠化 22.5 72.5 76.9 56.8

希少生物の減少 39.1 37.3 38.5 52.3

n=サ ンプル数
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② 経済成長と環境保全に対する考 え方

「経済成長が遅れても環境保全を強調」43.5%「 環境保全より経済成長を優先すべ き」15.9%

「どちらともいえない」37.7%(表3)

日本から受けてきた援助分野で今後必要な分野(複 数回答)

表3経 済成長と環境保全に対する考え方
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従 来 は 「経 済 イ ンフ ラ」55.8%に 対 して 「環 境 保 全 」 は15.2%だ っ た 。 しか し今後 は 「経 済 イ

ン フ ラ」56.5%対 し 「環 境 保 全 」 が80.4%と 「今 後 最 も援 助 が 必 要 な分 野 」 に環 境 保 全 が あ げ ら

れ た(表4)

表4自 国 が受 けて き た援助 分 野/今 後 必要 な援助 分野(地 域別)

■ 自国がこれまで重点的に援助を受けてきた分野は何ですか。(複数回答)

■ 自国が今後重点的に援助 を必要とする分野は何ですか。(複数回答1

《従来受けてきた分野》(%)

アジア アフ リカ 中近東 中南米
(n=138) (n=51) (n=13) (n=44)

経済 インフラ整備 55.8 37.3 30.8 38.6

BHN・ 基礎 生活向上 ,. 33.3 15.4 50.0

農業開発 46.4 35.3 7.7 29.5

人材育成 25.4 33.3 7.7 22.7

地方開発 ・地域格差是正 .. 13.7 o.o 22.7

環境保全 15.2 11.8 o.o 18.2

輸出振興 ・国際競争力育成 13.0 13.7 23.1 15.9

n=サ ンプル数

《今後必要な分野》 (/)

アジア アフ リカ 中近東 中南米
(n=138) (n=51) (n=13) (n=44)

経済 インフラ整備 56.5 64.7 38.5 59.1

BHN・ 基礎 生活向上 50.7 62.7 38.5 50.0

農業開発 57.2 70.6 53.8 70.5

人材育成 71.0 62.7 61.5 63.6

地方開発 ・地域格差是正 76.8 80.4 69.2 72.7

環境保全 80.4 78.4 69.2 75.0

輸出振興 ・国際競争力育成 71.7 .:. 53.8 63.6

n=サ ンプル数

以上 「21世紀の諸問題と開発援助に関する途上国有識者意識調査」(1996年10月9日)

OECF、JICAか ら

一 連 の 回 答 は 「ア ジ ア の環 境 問 題 が投 げ る深 い 影 」 の核 心 を示 唆 して い る
。

PollutionofAffluence(経 済 成 長 が 原 因 の 環 境 汚 染)とPollutionofPoverty(貧 国 が も た らす

環 境 破 壊)の 同 時 進 行 で あ る。 そ して 、 環 境 問題 は 今 後 悪 化 し続 け 、 日本 な ど先 進 工 業 国 か ら の

資 金 と技 術 の移 転 な しに対 策 は 困 難 で あ る、 と考 え ら れ る に 至 っ た。

1972年 ス トッ クホ ル ム で 開 催 さ れ た 初 の 地 球 サ ミ ッ ト 「国 連 人 間環 境 会 議 」 で 、 途 上 国 側 は操

り返 し 「貧 困 こ そ が 最 悪 の環 境 破 壊 。 環 境 よ り、 も っ と工 場 の"煙 突"を 」 と強 調 した 。 しか し

そ の 主 張 は 、 そ の 後25年 間 の 工 業 化 を経 験 した ア ジ ア の途 上 国 に、 環 境 破 壊 の 深 刻 な現 実 を もた

ら し、政 策 の変 更 が 迫 ま られ て い る 。 そ れ は 日本 政 府 ・環 境 庁 の 主 催 で2年 ご と に開 催 され て い

る政 府 間 会 議 「ア ジ ア ・太 平 洋 環 境 会 議 」(エ コ ア ジ ア ・EnvironmentCongressforAsiaandthe

Pacific)で の途 上 国 政 府 代 表 者 た ち の 一 連 の 発 言 に も明 確 に うか が え る 。

「開 発 こ そ が 最 良 の 環 境 保 護 」 の 主 張 か ら25年 経 っ て 、 ア ジ ア の 途 上 国 が 「持 続 可 能 な 開 発 」

の 大 合 唱 に 加 わ る よ う に な った の は何 故 だ ろ うか 。 中 国政 府 の 環 境 省 大 臣 を務 め 、 現 在 全 国 人 民
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代 表 大 会 環 境 保 護 委 員 会 委 員 長 の 曲 格 平 氏 は 、93年6月 千 葉 市 で 開 か れ た 第2回 エ コ ア ジ ア で の

基 調 講 演 「EstablishaPartnershipforEnvironmentandDevelopmentwithAsia」 で 、 「も っ と煙

突 を」 か ら 「持 続 可 能 な 開 発 」 へ の転 換 の必 要 性 を三 つ の 方 向 か ら説 い て い る。

曲 格 平 氏 は ア ジ ア で 「持 続 可 能 な 開 発 」 が 行 わ れ て い ない 理 由 と して*巨 大 人 口 の圧 力*南

北 格 差*貿 易 シ ス テ ム を挙 げ て い る。 ア ジ アで 最 も広 汎 で 鋭 い 情 報 収 集 、 分析 能 力 を 有 す る マ

レ ー シ ア のNGO[ThirdWorldNetwork](事 務 局 はConsumers'AssociationofPenang)の 長

年 に 亘 る指 摘 と 曲氏 の分 析 、 総 合 は 一 致 して い る。 ア ジ ア各 国 、NGO、 国 際 機 関 が 発 信 して い

る 断 片 的 な 情 報 を(SustainableDevelopment)の フ ィ ル ター に か け て つ な ぎ合 わ せ る と、 世 界 の

「経 済 成 長 セ ン タJと 喧 伝 さ れ て い る ア ジ ア 開 発 途 上 国 の 、 と て も過 渡 的 現 象 とは 思 え な い 、

社 会 の 危 う い構 造 の 実 態 が 見 え て くる 。

「持 続 可能 な 開 発 」 と い う 考 え方 は 、 日本 政 府 が 提 唱 し て1984年 に つ く られ た国 際 的 な環 境 賢

人 会 議 「環 境 と開 発 に 関 す る 世 界 委 員 会 」(委 員 長 グ ロ ・ハ ー レム ・ブ ル ン トラ ン ト、 ノ ル ウエ

ー 首 相)の 報 告 「わ れ ら共 有 の 未 来 」(OurCommomFuture-1987年)に 華 々 し く登 場 した
。 以

来 、 こ の言 葉 は 地 球 環 境 問 題 を 語 る と き に 、 「問 題 解 決 の ル ー ル」 と して到 る とこ ろ で 引用 され

て い る。 「現 代 の わ れ わ れ の 需 要 を満 た しつ つ 、 将 来 の 世 代 に と っ て の 必 要 性 を損 な う こ と の な

い天 然 資 源 の 利 用 、 開発 の 在 り方 」 と解 さ れ て い る。

巨大人口の脅威

アジアの多くの地域の現状が、持続可能な開発の構図になっていない とみる曲格平氏は、その

第一の理由に巨大な人口圧力を挙げている。以下曲氏の挙げる三つの理由について、現場の光景

に基づき筆者の判断を記 したい。

現在59億 人の世界人口の60%を 占めるアジアの人口は、2030年 に51億人へ増えていく。既にア

ジアの人口密度は大部分の地域で、1平 方キロ200人 か ら400人 と非常に高い。

巨大人口の急激な増加は、農地の過耕作や穀物栽培のための傾斜地の無理な開墾による表土流

失、地力の劣化、燃料用の森林の乱伐 を招いている。森林 を階段状のテラス畑、焼畑、放牧地へ

拓いた場合の降雨の浸透能は(表5)の ように大 きく失われる。森林の水源かん養機能の低下は、

下流域の都市部への渇水 と洪水の危険性が増 えることを意味する。この構図は朝鮮民主主義人民

共和国の洪水 ・凶作の背景ともなっている。タイ政府は森林 の伐採 を禁止、洪水の頻発に中国政

府は耕地を元の森林へ戻す植林事業 を強いられている。すでに、天然資源の過剰 な利用は表土流

失、砂漠化、熱帯林 と生物種の急速な減少の構造的な原因になっている。

表5森 林 か ら他 の土地 利用 への 転換 に よ る水 源 か ん養機 能 の低 下

フィリピン・ルソン島中央部バギオ市郊外の松林地帯における浸透能比較試験(フ ィリピン国立森林研究所による)

土地利用区分 林 地 テ ラ ス 畑 火 入 地 放 牧 地

mm/hr 450 263 200 94

注)mm/hr:単 位面積当たりの単位時間内の浸透水量
資料 科学技術庁、熱帯林の開発 と保全に関する基礎調査

砂漠化防止条約、生物の種の多様性保護条約、絶滅に瀕した野生生物の国際取引に関する条約、

森林保護協定 など一連の条約、協定は資源の過剰利用が限界 を越えたことを示 している。(写真 ・

熱帯林の乱伐)
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写真1乱 伐 される熱帯 雨 林(マ レー シアサ バ州 で)筆 者 撮影

例 えば1960年 当 時 、 フ ィ リ ピ ン高 地 の森 林 地 帯 を 開 い た 農 地 面 積 は58万 ヘ ク タ ー ル だ っ たが 、

89年 に は390万 ヘ ク タ ー ル に広 が っ た 。 雨 や 風 で 農 地 の 表 土 は 浸 食 され て い く,,森 林 の ま まで あ

れ ば 、そ の 量 は1ヘ ク タ ー ル か ら年 間2ト ン に と ど ま る が 、 開 墾 地 か らの 流 失 量 は122ト ンか ら

210ト ン と絶 望 的 で あ る 。(表6)

表6フ ィリピンにおける低地および高地の耕作地面積の推移

種類

耕 作 地tt,OOOha) 年間変 化率(%)

196019711980 19871960-711971-801980-87

低地の耕作地

高地の耕作地

計

5,5816,4247,760

5821,283x,349

6,1637,70710,109

8,8451.32.11.9

3,277.5r.07.fi

7?,i722.13.13.4

(出 典)MarlaConcepc互onCruz.Ca1TieA.Meye1',RobertRel)etto,P'α1.,P`冫1〃 α'研 置

Grow〃Z,1)0定,ぞ γ',αη`!F,'nt,乙γ`nnuenlul∫`γ ぞ55'Fγ0η'Zρ γ ル11gY[llLOItfηIFtePhili〃 ηη85

αηdCosluRica(Wo1噛ldResou1'ce【nstitute,Washington,D.C,1992)

途上国の このような収奪的な資源利用の背景の一部分には、貿易相手国である日本など先進国

の過剰な生産、消費があるが、そのことは後に記す。

中国で、 タイで、インドネシアで膨大な数の農民が困窮 した農村 を去 り、都市へ流入し続けて

いる。上海市への"盲 流"人 口は、1997年 現在200万 人を越す とみ られる。 まさに、人口の大移

動 というにふさわ しい。現状です ら水 も住居 もなく、ぼう大な不法占拠者(ス クオツター)が ジ

ャカルタやマニラ市内に密集 している。交通 も学校も病院も都市のインフラは既に破綻 している。

インドの主な23都 市では人口の少な目にみても28%以 上に相当する2000万 人が、十分な水や衛

生施設のない 「スクオッター居住区」のスラム街で暮 らしている。1億8000万 人のインドネシア

人口の42%が15歳 以下で、ジャワ島では1平 方キロに755人 がひしめ く。ジャカルタ市では飲料

水の取水口の周 りに不法占拠者が張 り付き、水の汚染 とごみ公害がひどい。

慢1生自動車 ラッシュで渋滞がはげしいバ ンコクでは、 ドライバー相手の"貸 しトイレ"屋 が繁

盛する始末である。

人口問題 は宗教や民族問題 とか らみ尖鋭な政治問題 となっている。

84年 のシーク教徒によるイン ドのインデ ィラ ・ガンジー首相暗殺の背景には、76年 に始 まった

政府の人口抑制策強行への人種的、宗教的な反発が指摘 されている。 これ以後、イン ドではどの
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政 権 も家 族 計 画 を持 ち 出す こ とが 困 難 に な っ た。

97年 現 在9億5千 万 人 の イ ン ドは 、 一 方 で6%の 経 済 成 長 に よ り2億5千 万 人 とみ られ る豊 か

な 中 産 階級 を育 て つ つ 、他 方 で な お3億5千 万 人 が 一 人 、一 日に 必 要 な摂 取 カ ロ リー を満 たす 必

要 な収 入 を得 られ な い 「貧 困 ラ イ ン以 下 」 に ひ しめ い て い る 。

1967年 に始 ま る 緑 の 革 命 の指 導 者 モ ン コ ン ブ ・ス ワ ミナ タ ン博 士 は 、筆 者 との イ ン タ ビ ュ ー で

イ ン ド を飢 え か ら救 っ て き た 緑 の 革 命 の 限 界 を 示 唆 し て い る 。(注1)。 人 口 増 加 率1.8%

(1995-2000年 推 定)、 毎 年 約1700万 人 が 増 え 続 け る状 況 は 開 発 の 成 果 を相 殺 す るの み か 、 貧 困 の

拡 大 再 生 産 とな ろ う。

イ ン ドネ シ ア の 人lI過 剰 の ジ ャ ワ島 か ら イ リア ン ジ ャヤ な どへ100万 人近 い 住 民 を移 した 集 団

移 住 政 策(transnligration)も 、 民 族 同 化 政 策 とみ る先 住 島民 の 強 い 反 発 を招 き、 多 くの 現 場 で

安 定 した生 産 を 実現 す る こ と に失 敗 、新 た な耕 地 を求 め 、 森 林 破 壊 の悪 循 環 に 陥 って い る 。(写

真3)

マ ル サ ス は 亡 霊 か

こ の 後 、 ア ジ ア の 人iI地 図 は ど う な る の か 、 国連 人ii基 金 は 、2015年 の 大 都 市圏 人[-1は ボ ンベ

イ市2900万 人 、-L海 市 の2300万 人 、 ジ ャ カ ル タ市 は2100万 人 に 膨 れ 、 現 状 を は る か に越 え て破 滅

的 な事 態 を招 く、 と予 測 す る,(表7)

一 「食 糧 の 限 度 に よ っ て 人 日増 殖 は停 止 せ ざる を得 な い
,そ の 過 程 で 貧 困 と罪 悪 が 拡 大 す る 」

と、 マ ルサ ス が 「人 目論 」(1798年)で 指 摘 して か ら200年 凵 の い ま 、 否定 され て きた は ず の'bマ

ル サ ス の亡 霊"が 再 び ア ジ アの 大 都 市 を う ろ つ き始 め た 感 を深 くす る 。(写 真2ス リ ラ ン カ の

ス ラ ム で 筆 者撮 影)

写真2ス ラムの改善を訴える子供たちのパフォーマンス(ス リランカ ・コロンボ市で)

人口増加率をいかに押 さえるか。「出生率 を減 らして人口増加を押 しとどめ、人口の質を改善

すること。そのための教育 と家族計画に、アジア太平洋地域の環境保護の成否はかかっている」

と曲格平氏は指摘 している。

インドネシアの前人口 ・環境相エ ミル ・サ リム氏 も同見解である。筆者はしば しば両氏にイン

タビュー してきたが長期独裁政権の中の"リ ベ ラル派"の 顔 として、曲、サリム氏とも社会の実

態に通 じている知識階層の支持が高い。

全アジア規模 と言っても過言ではない"盲 流現象一都市化"の 社会構造上の原因を、国連人ロ
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表7世 界 の30大 都市(2015年(推 計))

東京(日 本)

ボ ンベ イ(イ ン ド)

ラゴス(ナ イジェ リア)

上海(中 国)

ジャカルタ(イ ン ドネ シア)

サ ンパ ウロ(ブ ラジル)

カラチ(パ キスタン)

北京(中 国)

ダ ッカ(バ ングラデ シュ)

メキシコシテ ィ(メ キ シコ)

ニ ュー ヨーク(ア メ リカ)

カル カッタ(イ ン ド)

デ リー(イ ン ド)

天津(中 国)

メ トロマニ ラ(フ ィ1丿ピン)

カイ ロ(エ ジプ ト)

ロサ ンゼルス(ア メ リカ)

ソ ウル(韓 国)

ブエ ノスア イ レス(ア ルゼ ンチ ン)

イス タンブール(ト ルコ)

リオデ ジャネ イロ(ブ ラジル)

ラホール(パ キ スタン)

ハイデ ラボー ド(イン ド)

大阪(日 本)

バ ンコク(タ イ)

リマ(ペ ルー)

テヘラ ン(イ ラン)

キ ンシャサ(ザ イール)

パ リ(フ ラ ンス)

マ ドラス(イ ン ド)

024681012141618202224262830

(単 位:100万)

人 口

Source:UnitedNationsPopulationDivision.1995.Worldi/rbanizationProspects:The1994Revision(ST/ESA/SER.A!150),

NewYork:UnitedNations.

世 界 人 口 白書(国 連 人 口 基 金)1996年 版

一36一



基 金(UNFPA)は 次 の よ う に分 析 して い る 。

・農 村 地 域 の 人 口 増 加 が 農 業 部 門 の扶 養 能 力 を越 え る
。

・農 業 部 門へ の投 資 が 労 働 集 約 的 小 規 模 農 家 に 対 して で は な く大 規 模 資 本 集 約 農 業 に 集 中 す る結

果 、 農 業 労 働 力 需 要 が 減 少 し、 従 っ て新 た な都 市 へ の 移 住 者 を生 む。

・公 共 政 策 の 都 市 偏 重 の 結 果 、 商 業 及 び 非 商 業 活 動 並 び に レジ ャ ー施 設 が 農 村 よ り都 市 優 先 で 整

備 さ れ る 。

・公 的 部 門 の 賃 金 は 農 村 よ り都 市 の 方 が 高 い
。(道 路 建 設 な ど を通 じて)イ ン フ ラ 整 備 に特 に重

点 を置 く農 村 開発 に よ っ て 、 都 市 へ の移 住 が 促 進 され る。 とい うの も都 市 へ の 移 住 が 容 易 に な る

か らで あ る。

・伝 統 的 な 共 同 の権 利(放 牧
、 漁 業 等)を 配 慮 しな い 土 地 分 配 制 度 に よ り、土 地 を持 た な い 住 民

に と っ て は 、 将 来 の 生計 の 見 通 しが た た な くな る た め に都 市 へ 移 る。(注2)

人 口 の 動 態 を決 定 す る社 会 的 な 要 因 を 、 国 連 人 口 基 金 は就 学 率 な ど11の 指 標 で と ら え て い る。

東 ア ジ ア6か 国 で 指 標 の 改 善=人 口 抑 制 が 目覚 ま し く、 次 い で東 南 ア ジ アNIESは 多 産=多 死 、

多 産=小 死 か ら小 産=小 死 へ の顕 著 な 人 口転 換 の近 代 化 が 成 功 しつ つ あ る 。 だ が 、 そ の他 の 東 南

ア ジ ア諸 国 と南 、 中央 ア ジ ア諸 国 の 事 態 は 、 とて もマ ルサ ス を"お 蔵 入 り"さ せ られ る状 況 に は

な い 。(表8)

表81CPDの 目標 の検 証

国 ・地域名 死亡率の指標 教育の指標 リブロダクテTブ・ヘルスの指標 その他の保護指標

初等教育 初等教育にお 家族計画の手段15～19歳 訓練を受
出生児 就学率 いて最終学年 中等教育15歳以上/入 手場所の の少女 基本的 けた立会

乳児 平均余命 妊産婦(全 体)ま でとどまる 就学率 の非識字 知識をもって1000人 なケア人の下で
死亡率 、(歳)死 亡率(%)児 童の割合(%}(全 体)率(%)い る人の割合 当たりのの利用 の出産
咄生千対)男 女 咄生1砺対}男 女 男 女 男 女 男 女(%)出 生率(%)(%)

[}一全5763.767 .8.60

先 進工 業 地 域e)971.278.6

開 発途 上 地 域(†)6362.465.3

後 発 開 発途 上 国(‡)i8251.653.6

アジア

アジア(6)

5764.967.7

3569.073.4

32

65

140

45

14

中 国

朝鮮民主主義共和国

香港

日本

モ ンゴル

韓 国

アジア

3868:271.7r95

2268.775.270

676.2.82.37

476.882.918

52.64.467.365

968.876.1130

4763.567.6

124117 ti9481638

1041039698r579

101101100100.99100

84887281

103104991009190

519

17

1594

12100100

986100

410099

3710099

10094610089

47

カンボジア

イン ドネシア

ラ オス
マ レー シア

ミヤンマー

フ ィリピン

シ ンガポール

タイ

ベ トナ ム

アジア

10252.655.4-900

4863.367.0650116112

8652.055.065011989

1169.974.3809394

7258.561.8580110106

3566.670.2280113110

573.578.610108104

3465.271.62009998

3764.969:6160111106

7462.163.1

95

70

100

5235

48391632

3018824

9658621430

25251128

7076781011

1006970721

40384ユ0

3331816

9593

9994

9793

9895

10099

95

131

64

51

29

32

28

8

53

18

73

47

6436

67

48

100

93

97

87

57

53

100

71

95

ア フガ ニ ス タ ン

ノくン グ ラデ シ ュ

ブ ー タ ン

イ ン ド

イ ラ ン

ネ パ ー ル

15445.046.01,7003ユ16

9658.1.58.28509481

10751.654.91,600

7262.662.957011289

3069.070.3120114104

8656.556.51,50013087

27

65

92
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32.105

2614

586037

907053

4623

.:.

5378

4975

3866

1157

6287

4

100

95

91

93

98

80

153

133

63

64

90

104

38

65

75

73

10

9

10

7

33

70

6



パ キ ス タ ン

ス リラ ン カ

西 アジア(7》

7462.965.1'34053284848321453797846648535

1570.975.414010610498957.1787179998339094

4866.270.2 65

イラ ク4766.569.5

イス ラエ ル875,479,2

ヨ ル ダ ン3067.771.8

ク ウ ェ ー ト1574.178.2

レバ ノ ン2968.171.7

オ マ ー ン2568.973.3

サ ウ ジ ア ラ ビア2369.973.4

シ リア3366.77L2

ト丿レコ(8)5266.570.7

ア ラ ブ首 長 国 連 邦1573.976.5

イエ メ ン10951.952.4

西 ヨー ロ ツパ 673.980.4

3109883

79596

1.509495

29606Q

30Q117113

1909083

1307873

180112101

180]0798

26111109

1,400

6749

100100

8491

9090

..

8789

9695

9495

7155

5334

8491

5254

5555

7176

5952

5444

5443

7448
..

2357

37

253010095

3933

122791

2752

474978

10299995

47746027

499350

2010099
,.

4110099

329545

1229260

1249390

1108361

4310076

8410099

1024016

11

オース トラ リア
ベ ルギー

フラ ンス

ドイツ

オラ ンダ

ス イス

673.980.1

674.180.6

773.881.3

673.579.8

675.180.9

675.481.7

10104104110104

10991007680104105

15107105'100104

2297989898102100

129699126120

61031041001009489

「世界人口白書」(国 連 人口基金)1996年 版 ※ICPDは 国際 人口開発会議

23100

10100100

994

1310099

71.00100

510099

マルサスの警告は今日的な、また未来の問題 としてアジアにとどまり続けるであろう。

環境難民への視点

ボー トピープルの根源を直視すると、環境難民(EcologicalRefugee)と いわれる新たな人口移

動の兆 しがうかがえるようだ。森林伐採、過耕作、過放牧などで食糧生産の基盤が荒廃 してい く。

人口増加が引 き金 となって地域の人口容量が衰えると、流民が増 える悪循環 に陥る。

不法入国 して東京を転々としているタイ人一家の故郷を東北 タイに訪ねたことがある。森林が

皆伐 されて雨量が少なくなり、農業ができなくなって難民化 していた。

廃村のラジオから流れていた入気歌手エ ット・カラパオの歌

朝起 きて祈る 雨が降 ります ように

雨が降ってきた ら 覚 えておこう 雨は

天から降るのではなく 大地の森から

降って くるのだ と

南北間題としての環境破壊の構図

アジアで持続的開発がおこなわれていない第二の原因に、曲氏は 「南北問題」を挙げている。

国と国、地域間の極端 に不均衡な 「開発」 と 「未開発」の偏在が環境破壊 を招いている現実が

ある。工業先進国は開発の過程で、経済の急速 な成長 を刺激するための資源の大量消費というモ

デルを追った。このことが、資源を消耗 し環境汚染を一層悪化 させた。

他方で途上国の貧困と開発の遅れが、先進工業国ではすでに時代遅れの、 しか し安価な技術の

利用を余儀な くさせ、その時代遅れの製造工程が、非効率 と激 しい環境汚染を引 き起 こす結果と

なった。
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アジア国家間の極端は 「開発」の差がもたらす地域規模、地球規模の環境破壊の実例として 「地

球温暖化」 と 「酸性雨」を挙げ よう。1972年 の国連人間環境会議か ら1992年 の国連環境開発会議

(地球サ ミット)に 至る国際会議の場で、途上国政府代表が一貫 して主張 してきたのは 「地球規

模の環境破壊に対する先進国の真任」であった。例えば地球の温暖化をもたらす温室効果ガスの

55%を 占める二酸化炭素(CO2)の 主たる発生源は化石燃料の燃焼である。GNPの 南北格差か

ら明らかなように石油、石炭エネルギー多消費の責任は北側にある、というものだ。森林伐採 に

よる炭素の放出という温帯林(先 進国)、 熱帯林(途 上国)に 共通の温暖化の要因はあるが、比

重 としては二義的なもの といえる。(注3)

地球温暖化の一義的な責任は工業先進国側にあるとの共通の認識から 「気候変動に関する枠組

み条約」(温 暖化防止条約)は その前文で 「共通だが、差異のある責任」 を明記 して途上国側か

らの問題提起に応えている。今、仮に日本とインドネシアが温暖化対策に要する国際的な費用源

として"国 際炭素税"を 負担 し合 うとしたら"差 異ある責任"か らどのような分担額 となるか。

世界計量経済学界の元会長 宇沢弘文東大名誉教授は次のように指摘 している。

写 真3ト ラン スマ イグ レー シ ョンの村(イ ン ドネ シア)筆 者撮影

過 去 、現 在 の 二 酸 化 炭 素 の 排 出 量 、 国民 所 得 、森 林 保 有 面 積 な ど を配 慮 して 炭 素1ト ンの 排 出

につ き 日本 は150ド ル 、 年 間230億 ドル 、 一 人 当 た りの負 担 は270ド ル で あ る の に 対 し、 イ ン ドネ

シ ア で は 、 そ れ ぞ れ4ド ル 、5億6000万 ドル 、3ド ル に な る 、 と推 算 して い る 。(注4)

た だ し こ の 問 題 で 南 北 間 の 温 暖 化 寄 与 率 を 固 定 的 に と らえ 、"南"を い つ ま で も免 責 す る 訳 に

は い か な い 、 と地 球 サ ミ ッ トの モ ー リス ・ス トロ ン グ事 務 局 長 は 筆 者 との イ ン タ ビ ュ ー で"南 の

責 任"に 注 意 を促 して い る 。(注5)

何 故 な ら ア ジ ア 途 上 国 の 工 業 化 は 目覚 ま し く、2020年 の経 済 大 国15か 国 の う ち9か 国 は 現 在 の

発 展 途 上 国 に よっ て 占 め られ る見 通 しで あ るか らだ 。

気 候 変 動 に 関 す る政 府 間 パ ネ ル(IPCC)が 予 測 して い る シ ナ リオ どお りに温 暖 化 が 進 行 す

れ ば 、 ア ジ ア 観 光 の 人 気 の 島 国 ッ バ ル もキ リバ ス もや が て波 間 に 没 す る か も しれ な い 。 「Small

Islands,BigIssue」 。23の 島 し ょ国 連 合(AOSIS.AllianceofSmallStates)が 投 げ か け る温 暖 化 へ

の 抗 議 の ス ロ ー ガ ン は絵 空 事 で は な い の だ 。高 潮 に打 ち の め さ れ る 南 太 平 洋 の 、あ の魅 力 的 な 島 々

へ の"観 陰 旅 行"な ど は御 免 被 りた い 。
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東アジア環境同盟を

渡 り鳥のコースが示す ように、シベリア極東部から朝鮮半島、中国、日本列島を含む東アジア

は生態系の巨大な輪に連なる生物圏というにふ さわ しい。大気、水、野生生物が大循環 している

生命の共同体 といえるだろう。

この地域はまた、年率10%を 越す中国の経済成長 に代表 される工業化の進展が著 しい。エネル

ギーの増産は、ただちに中国、朝鮮半島か ら風下の日本列島へ、酸性雨をもたらす。廃棄物の海

洋投棄は、環 日本海域を汚染する。

環境保護への国際協力なしに、東アジアの明日はない。 とりわけ酸性雨による水や土の生態系

への悪影響は、・国境を越える最悪の環境破壊 とみられている。すでにヨーロッパ諸国は1979年 に

「長距離越境大気汚染防止条約」 を、米国とカナダは91年 に 「酸性雨防止協定」 を結び、原因物

質の硫黄酸化物 と窒素酸化物減 らしを進めてきた。

工業化著 しいアジアで、とりわけ汚染物質を大量 に排出する石炭エネルギーに依存する中国経

済の動向を考えれば、酸性雨の被害を抑える国際条約を早急に結ぶ ことが望ましい。

中国、韓国、世界銀行など10か国 と5つ の国際機関代表が参加 して96年 、新潟市で開かれた 「第

3回 東 アジア酸性雨モニタリングネットワーク専門家会合」は、遅 くとも2000年 までに 「東アジ

ア酸性雨モニタリングネットワーク」を設けることに合意、酸性雨防止の条約へ向けて大 きく前

進 した。

95年 のアジア太平洋協力会議(APEC)の 大阪宣言 も 「エネルギー、環境問題を長期的課題

とし、共同行動開始に向けて協議することが必要」 としている。

新潟会議で日本がモニタリングネットワークのセ ンターを引受けることも決 まった。酸性雨の

観測 と影響調査を積み重ねて きた日本の経験、知見を生か して協力 したい。

日本はまた、酸性雨の原因 となる工場排煙中の硫黄酸化物、窒素酸化物を除 く技術、設備 も開

発 し終えている。国際条約に伴 う各国内の対策を進めるために、安価で使いやすい公害防止の装

置 と技術を企業、政府間の援助ベースで日本から途上国へ提供 してい きたい。

現状は例 えば、年に7億 トンの石炭を使 う中国では、年間1600万 トンと日本の15倍 もの硫黄酸

化物 を排出 している。

中国が工業化でエ ネルギーを増や してい く時の熱源は石炭で、酸性雨の日本列島への飛来が考

えられる。97年 現在約1億8300万 キロワットの電力は、国民1人 あた りにすると0.5キ ロワット、

世界平均の3分 の1に とどまる。中国経済はこの4-5年 間は毎年10%近 い成長を続けているの

で、緊急の不足分 を補 うだけでも当面3億 キロワット、さらに15億 キロワットが追加 して必要だ

とみ られている。

発電設備は火力が75%、 それも極めて硫黄分の多い褐炭が使われ、良質な石炭は日本などに輸

出されているというのが現実である。

環境庁の全国調査は、大気が清浄なはずの日本海側が工場、大都市が集中 している太平洋側よ

りも総 じて降水中の酸性度が高いことを示 している(表9)。 新潟県の佐渡や長崎県の対馬、島

根県の松江市に降る雨や雪が、東京並みに酸化 している理由は、「大陸渡来」 としか説明の しよ

うがない。北風が吹 く冬に、日本海側で硫黄酸化物 による硫酸 イオン濃度が高 くなるのが何 より

の証拠であろう。

酸性雨の害は土壌、水、森林に蓄積 していく。そ してある限度を越すと突然地力が衰え、欧米

に見 られる ように森 は枯れ、水が毒性 を帯びてくる。
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図表9酸 性雨の状況(第2次 酸性雨対策調査)

農林省 も日本の森林の全国調査 を92年か ら継続 し、林床の土の養分の好ましくない変化 に注目

し、監視 している。中国本土でも重慶、貴陽、杭州などの工業地帯で既に農作物に大 きな被害が

出て、農 ・工衡突の1つ の原因にもなっている。

条約への足元は固 まってきたが、問題は時間との競争である。欧州では1972年 、llか 国による

「大気汚染物質長距離移動計測共同技術開発計画」を立て、32か 国加盟の条約が発効 したのは83年

のことだ。さらに、条約の内容を具体的に数値化し、93年 までに各国が80年 に比較 し、少な くとも

30%硫 黄酸化物の排出量 を減 らす議定書が まとまったのは85年 、窒素酸化物 については88年 まで

かかった。この間に ドイッの森林、スウエーデンの湖は回復不能なまでに被害が悪化 してしまった。

工業化の水準に差のあるアジアでは、条件 はさらに困難である。欧州の経験に学び、日本が先

頭 に立ち敏速に判断、行動することを望みたい。

二国間の 「科学技術協定」を発展させる形で93年6月 に日本と韓国、94年6月 には日本 と中国

の間で 「環境保護協定」が結ばれた。対中国では大気汚染及び酸性雨の防止、対韓国では環境汚

染防止技術 の交流 というテクノロジーの移転交渉が始まっている。

一41



韓国は70年 代前半、第三次経済開発5か 年計画を立て、浦項 に製鉄所、蔚山に石油科学、温山

に非鉄金属 というように、重化学工業化を進め、かっての四 日市 に見 られたような海や大気の汚

染が悪化 している。

対 中国の環境協力は日米包括経済協議でも地球規模の国際協力の主題 とされている。中国の経

済発展 と人口増がこのまま続けば、環境への被害は全世界に及ぶという考えである。すでに政府

の中国環境協力 ミッションが、この課題に沿って派遣 され、外務省はODA(政 府開発援助)の

対中国の重点を従来のインフラ整備か ら環境対策に移すよう計画 している。中国に対す る第4次

円借款の対象案件は40だ が、うち15が環境 プロジェクトで、相当大きな比重 を占めてきている。

とりわけ東 アジアの、国境を越 える環境保護が、日本の安全保障となる時代なのだ。

日韓の 「環境汚染防止技術の交流」について、ソウル大学の学長 と話 し合ったことがある。

新制ソウル大学がスター トした(太 平洋戦争終結の)当 時、何人の韓国人の教授が残っていたか。

「欧米留学 中の学者をかき集めても16人 で した。同じ時期の東京帝国大学の教授陣はどうで した

か調べておいて下 さい。私たちは日本の植民地政策の果てに技術開発に遅れを取らざるを得なか

った。そ して今、日本の大企業、工場が韓国企業 と至るところで提携生産 している。しか し生産技

術のパテン トを決 して日本企業 は譲っては くれない。製品の80%ま では韓国企業で生産されるが、

残 る20%の 核心的な技術 は、なお 日本の大企業に独占されています」学長はこもごも語 った。

アジア観陰旅行の旅先で、"社 会の鏡"に 映 る日本人の自画像の"ネ ガ"の 部分は、50年 の時

間を経てもなお消え去 ってはいない。

自由貿易と環境破壊

アジアで持続可能な開発が脅かされている第3

の理由は 「不合理な貿易のシステム」にある、と

曲格平氏は自由貿易のネガティブな側面に注意を

促 している。

途上国は開発の過程で しばしば資金の不足 をき

たす。その場合、途上国は輸出の拡大 と巨額の借

款 とで開発資金を調達 しようとする。だが技術水

準 と工業製品の現状では農林漁業の主な産品が輸

出品 となる。 しかしながら原料 と一次産品の価格

は世界市場では安価でる。それらの付加価値 とも

ども価格はまことに低い。従って途上国は外貨を

稼 ぎ、累積債務を弁済するために、さらに一段 と

天然資源を切 り売 りせ ざるを得 ない。熱帯アジア

の山間部を歩けば一 目瞭然であ り、ランドサッ ト

衛星が 日々刻明に記録 している事実である。熱帯

雨林の商業伐採の量は大であ り、森林は急速 に失

われつつある。

1980年 代の途上国で、累積債務額 と熱帯雨林の

消失面積は、正比例の関係にあると指摘 されてい

るQ(表10)

表10債 務 国 と森 林 減 少 の 関 連

年平均森林減少面積 対 外累積債務 の総 額
(1980年 代 、単位:1000ha)(1987年:単 位:10億 米 ドル)

1ブ ラ ジル

2コ ロ ン ビ ア

3メ キ シコ

4エ クア ドル

5ペ ル ー

6ベ ネズエ ラ

7象 牙海岸

8ナ イ ジェリア

9ザ イー ル

10イ ン ドネシア

11タ イ

12マ レー シ ア

13イ ン ド

14フ ィ リ ピ ン

(世界資源研究所)WRI

2323

890

615

340

270

245

510

400

347

620

379

255

147

92

109.5

15.5

..

10.4

16.6

29.0

10.3

28.4

8.6

,・

17.6

21.1

42.9

28。4
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森林保護協定や国際熱帯材協定にもかかわらず、FAOの 統計によればアジアの森林は1980年

代 を通 して平均1.2%の 年率で消滅 していった。 この ように途上国にとっては世界市場 の非合理

的なシステムが生態的な環境を悪化 させるひとつの原因になっている。

文教大学からも毎夏2け たの数の学生諸君が、バ ングラデシュやフィリピンの熱帯林跡の荒地

に植樹するNGO活 動に参加 している。厳 しい労働 とアジアの現実に触れ、学生たちは背筋がピ

ンと通って帰国する。筆者は日頃学生諸君に 「熱帯雨林 と熱帯材貿易」 を課題にい くつかの間題

提起 を試み、同時に現場で自ら 「インテリジェンス」を得て、問題のあ りかと解決の方向の仮説

をたて、検証するよう熱帯林への 「観陰旅行」をすすめている。

筆者自身が世界の熱帯雨林を歩き、林野庁長官の諮問機関 「熱帯林問題に関する懇談会」(大

来佐武郎座長)の メンバーに加わ り、報告書 「緑の地球経営」をまとめた経験に基づいて、次の

ようなことが らを指摘 したい。

熱帯雨林で考える

なぜ熱帯林が消えていくのか。ブラジル政府のアマゾン開発政策が熱帯雨林を農地、牧場に一

変させ、人口増 と早魃 に苦 しむアフリカ半乾燥地帯の森が過放牧と薪炭材に使い尽 くされていく

光景はよく知 られている。だが、熱帯アジアの森林 となると、消滅の原因をめ ぐり諸外国の環境

保護団体 とマスメディアか ら日本の責任を問う声が高い。例えば熱帯雨林の消滅が問題 になって

いたさなかの1981年 か ら85年 までの年間平均で、 日本はアジア産 を中心 に世界の熱帯産材の

45.7%を 一手に輸入していた統計数字がよく引用される。

これに対 し日本の政府、業界 も別の統計数字 をあげて 日本責任論を否定 してきた。

「最大の原因は焼 き畑移動耕作だ。熱帯アメリカの35%、 アフリカの70%、 アジアでは49%が

焼 き畑で失われた」「世界で年間18億 立法メー トル生産 される熱帯木材の80%は 燃料用だ。産業

用材は3.75億 立法メー トルにとどまり、その中の10%程 度が輸出され、日本はその3分 の1を 輸

入しているに過 ぎない」(日 本責任否定論)

「ではなぜ奥地へ焼 き畑が無秩序に広がるのか。商業伐採で取 り付けられた林道沿いに、貧民

がにわか焼 き畑農民 となって森へ入 り込むからだ。乱伐 もす さまじい。山は荒れ放題だ」(日 本

批判論)

「法律、規則で太い木を抜き切 りする択伐が行われているのだから、森林は自然の力で十分に

復元する」(否 定論)

「監督官 もチ ェック機関 も持たぬ現場で、法律 や規則などまもられたため しがあるのか」(批

判論)

対立はほとんど感情的なまでになっている。事実はどこにあるのだろうか。

アジアの熱帯雨林を歩いてみると統計数字を持ち出す場合に必要なことは、広大な熱帯林で起

きている事実の、「部分と全体」を同時に、区別 してとらえることだと実感 させ られる。

たしかに熱帯材の約10%の みが輸出され、その3分 の1程 度が 日本へ輸入されてきた。だが、

ある地域に限ってみれば、この統計数字はほ とんど意味をもたない。

世界で最 も豊かな熱帯雨林が茂るカリマンタン(ボ ルネオ島)の 北部をしめるマ レーシア ・サ

バ州材の66%、728万 トン、隣のサラワク産材の46%、595万 トンは丸太のままで 日本へ輸出され

て きた。(1987年 実績)。 そしてサバ州の森林資源は、1995年 をもって商業的な価値を失って しま

った。乱伐 と乱暴 に取 り付けられた林道、そ して作 り捨 ての焼 き畑に、豊かだったサバ州の森は
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見る影 もない。中間報告は、年に1700万 ヘ クタールにのぼる熱帯林の消滅とともに、この ような

不適切な商業伐採や過放牧、森林火災などによる 「森林の劣化」に注意を促 している。劣化は膨

大な面積 をむしばんでいるはずだ。

写真4植 林地で焼き畑の飛び火を見張る(マ レーシア)筆 者撮影

森林の消滅と劣化一ここに熱帯雨林問題の焦点が浮かんで くる。まだそれほど損 なわれていな

い、およそ10億 ヘ クタールの密林状の閉鎖林 と、そこへ虫食い状に食い込んでい く劣化の不毛の

草原。

今、この光景を目の前にして報告書が提言する 「緑の地球経営」に日本が協力すべ き方向はお

のずか ら明らかである。

第一に、荒れ地 に木を植えて土を取 り戻 し、農地 を生み出す こと。

第二に、森林資源の利用の在 り方、木材貿易のルールを生産と消費者、輸出側 と輸入側がとも

に厳 しく改めることである。そ して野生生物の生息環境の保護 を含めた持続可能な熱帯林資源の

保全ルールをつ くること。

第三に、そのための人材、資金、組織つ くに全 く新 しい発想、方法でとりかかることである。

報告はこれ らの課題 に対 して 「地球環境保全緊急造林」「熱帯林劣化緊急防止対策 ・種の保全

地域緊急確保対策」、それに 「国内支援機関の整備」で応 えるべ きだと 「緑の地球経営」の道筋

を具体的に示 している。

環境造林は林業の利益 を目的としない、地域の生活環境、ひいては温暖化の影が さし始めた地

球の環境を回復させるための植林である。

「熱帯林劣化緊急防止策」は森林の資源再生を防げないように業者が 「伐採行動基準」を宣言、

論入する側 も、この基準を守って生産 された証明付 きの木材を貿易の対象 とするように求めてい

る。サバ州やかってのフィリピンの熱帯雨林のように、消滅には至らないまで も、地域によって

は伐採による劣化が覆い難い。資本、技術の提供、輸出入契約 を通 してアジアの熱帯林資源に強

大な支配力を振るう日本 としては当然の自戒 といえる。

熱帯材の合板で作られたカラーボックスをゴミ捨て場に山積みにし、建築現場で1、2回 使っ

ただけの熱帯材製コンクリー トパネルを捨てて顧みない日本の浪費社会に、報告書が 「自然環境

と調和 した社会へ作 り直せ」と警告 しているのも遅す ぎた反省 というべ きであろう。

問題 はこのような提言 をどう実行するか、である。熱帯林を持つ国の主権を犯さぬ配慮 は言 う

までもないが、今日を生きるのに精いっぱいの途上国を手助けして 「国別の熱帯林保全計画」、
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専門家 を育てるための 「熱帯林研修センター」、人材プール、入材バンクなどの 厂国内支援機関J、

途上国へ協力する 「民間団体への支援」などが提言され、不十分ながら徐々に実践されつつある。

要請 されている"援 助のプロ"が 望 ましい職業像 として とらえられつつある。

インドネシア政府は、伐採 される木材1立 法メー トルにつ き7ド ルの造林基金を徴収 し、150

万ヘクタールに植林する計画に着手 した。 しか しスハル ト大統領は、たまった造林基金 を国産航

空機の開発 に当てるよう方針を急変させた。

途上国の環境 ・自然保護への緊急援助が、開発政策の犠牲にされる構図である。こんな状況で

は日本の協力意欲は一気に冷えこんで しまう。これもアジアの現実である。

人間開発の20対20契 約を

水面に投 じた石がまわ りへ同心円の波紋を及ぼす ように、私たちの日々の暮 らしの在 り方が世

界の方々へ予期せぬ影響 をもた らす時代である。

日本は世界一の食料純輸入国だ。世界人口の2.2%の 日本人が、魚 も肉も木材も家畜飼料の ト

ウモロコシも大豆も、世界1、2の 量 を輸入し続けている。

そ して台所のゴミの40%は 食べ残 しか、古 くなった食品だ。

捨て られる食べ物ゴ ミの向こう側には5億 人の飢 えた途上国の民衆がひしめ く。「食 と環境 を

めぐる世界的な状況」は危機に向かいつつある。耕地の適地は開墾 し尽 くされた。やむなく熱帯

林や半乾燥地、急斜面の山復など環境保護上ぜい弱な地域へ農地が広がっている。

アジア途上国の農業がコーヒー、コショウ、パ イナップルなど先進国向けの商品作物の栽培に

偏る余 り、自分たちが食べる穀物食糧 を先進国からの輸入に益 々頼る結果 とな り、自給作物を衰

退させ、モノカルチュアによる自然破壊、汚染 を引 き起 こしている。

マレーシアの大農園で、日本では使用が禁止 されている農薬 リンデンを散布 している女性2500

人の調査で、 目まい、筋肉痛、やけど、吐 き気、つめの変色などが訴えられている。防護服は、

あったとして も、暑 くてとても着てはいられない。

フィリピン、インドネシア、パプアニューギニアなどでエ ビや魚を珊瑚礁の奥に追い込んで猛

毒のシアン化合物 を流 してマヒさせる漁法が横行。年に2万 トンから2万5千 トンが"活 魚"と

して香港などへ送 られ、 日本人観光客の"人 気"を 呼んでいる。一部は観賞魚として日本へ輸入

されている。こうして海の熱帯林 といわれ、多 くの生物を共生 させているサ ンゴ礁は死滅 してい

く。

95年3月 国連が開催 した 「社会開発サ ミッ ト」の宣言は、貧困克服の方向としてODAの 供与

国と世銀など国際金融機関が途上国の食糧生産、基礎教育、住民 など暮らしの土台づ くりを支援

するよう求めている。その財源として 厂人間開発の20対20契 約」、すなわち途上国政府予算の20%

(880億 ドル)とODAの20%(120億 ドル)を 社会開発に投資すれば足 りる、とされている。

年間約1兆 ドルが防衛費に、2国 間贈与のわずかに7%(40億 ドル)が 人間開発に向けられて

いる。ダムや港湾設備 など産業基盤への投資 に偏 りがちな日本のODAの 在 り方が再考 されねば

ならない。雇用の創出はアジアの開発途上国共通の緊急課題である。「宣言」 は国内貯蓄 を、雇

用 を創出する生産的な投資へ向け、税制を公平にし、軍事費を減 らすよう求めている。

「宣言」はまた、構造調整融資による途上国の社会への影響 も指摘 している。国際通貨基金(I

MF)、 世銀 による産業の構造調整融資は、緊急政策による財政再建や民営化 による市場競争の

促進を条件 としている。このため社会的な弱者や貧困層 に社会保障水準の低下、失業などをもた
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らす との批判である。米国に次 ぐ世銀、IMFへ の出資国 として日本は問題点に応えな くてはな

らない。

「複眼の思考力を」

しかし途上国社会の陰の部分にとらわれ放 しになってはならない。それは事実に反 し、判断 を

一方にゆがめる。アジアでは確実に 「国の光」が輝 きを増 している。この状況でアジア途上国へ

の"観 陰旅行"と は、社会の実相を平衡感覚でとらえ、現場の光景か ら複眼で"光 と陰"を 解読

する試みである。各国の首都の絢爛たる表通 りを歩いて"国 の光"を おおいに楽 しもう。但 し巨

大な"陰"の 存在を意識する緊張感 を以って。 日本の国際化 とは何か。デタン トの大 きな流れの

先に、日本人の国際貢献 と日本の安全保障をどう考えるか。アジア生物圏の安全保障こそがその

重要な課題の一つではないだろうか。この仮説のもとで、学生諸君 との自由な討論 と自発的な実

践の試みが続いている。

注1毎 日新聞1996年3月20日 朝刊21世 紀危機警告委員会特集 生物圏に安全保障を 「緑の永

久革命に賭ける」

注2国 連人口基金 「世界人口白書」1993年 版

注3森 林伐採による炭素の放出量は年に10～26億 トン。化石燃料からの総発生量の10%～50%

に相当する。ただ し森林伐採 による炭素放出量の90%以 上 は熱帯林起源である。(ワ ール

ドウオッチ研究所、地球白書88～89年 第5章 「森林の緑 を取 り戻す」)

注4原 剛著 「新地球環境読本」福武書店一第2章 「環境保護の政治と経済」

注5毎 日新聞1996年11月27日 朝刊21世 紀危機警告委員会特集、生物圏に安全保障を 「政府の悪

習で自然破壊」にインタビューの大要は掲載 されている。

(国際学部教授)
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